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組織名 能生・糸魚川地区地域水産業再生委員会 
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再生委員会の構成 上越漁業協同組合、糸魚川市産業部農林水産課 

オブザーバー 新潟県水産課、新潟県水産海洋研究所、新潟県漁業協同組合連合会 

 

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類 

【範囲】能生漁港・筒石漁港・鬼舞漁港・浦本漁港 

大和川漁港・姫川港  

【漁業種類】小型底曳網漁業  ４６名 

      刺網漁業     ２７名 

      釣・延縄漁業    ９名 

      大型定置網漁業   ８名 
      カニ籠漁業    ２６名  計１１６名 

 

２ 地域の現状 

(1)関連する水産業を取り巻く現状等 

 糸魚川市は、平成21年に日本初の世界ジオパークに認定されている。糸魚川ジオパーク

は、０～3,000メートルの標高差のある地形が一つの特徴で、海底地形も急峻で起伏に富ん

でいることから良好な漁場が形成され、沿岸を走る車や市街地が見えるほどの距離で漁が行

われており、高鮮度の魚介類が水揚げされる。対象魚種は、ベニズワイガニのほか、ニギ

ス、エビ類、タイ類、ヒラメ、マアジ、イカ類など多岐にわたり、平成29年度の総漁獲量は

2,063トンで、総漁獲金額は1,258百万円である。しかしながら、その多くは市外へ流通し、

市内の鮮魚店も減少したことで、市民が食する場が少ないのが現状である。 

漁業者は、県内では若年層の漁業者が多く就業しているが、漁業者全体は減少傾向にある

ことから、漁業者及び漁協等が担い手確保対策委員会を組織し、新規参入者の育成や後継者

の確保に努めているものの、就労環境の厳しさから定着率は低くなっている。 

 また、水揚げ量についても、ニギスや南蛮エビを始めとした資源量の低下や、燃油の高騰

などにより漁業コストが嵩んでいることから減少傾向となっている。 

 さらに漁業関連施設の老朽化も進んでいることから、適切な維持管理に努め、将来にわた

り漁業経営を安定的に行う取り組みが必要となっている。 

別記様式第２号 別添 



(2)その他関連する現状等 

上越漁業協同組合は、漁協役職員、青年部、行政関係者等で構成される加工部門強化の専門委員会を立

ち上げ、「みんなでうまい『めし』を食おうぜ！－ジオパークの恵みを食卓へ－」プロジェクトを展開

し、急速冷凍設備の導入や直売所の開設など加工事業に取組んでいる。加工事業の売上が５ヶ年で約２倍

に増加したものの、未だ鮮魚主体の出荷となっており、魚価向上のため更なる施設の整備や加工部門の体

制強化が必要となっている。 

３ 活性化の取り組み方針 

(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等 

(2)今期の浜の活力再生プランの基本方針 

前期の浜の活力再生プランの基本方針である、学校や首都圏等飲食店への販路拡大による加工事業の

体制強化等による収入向上及び燃油活動の推進等によるコスト削減の取り組みの継続を原則とし、取り

組みの進捗状況や得られた成果等を踏まえ、必要に応じて見直しすることとする。 

特に、検討課題である加工事業の経営計画の策定や、施設整備などによる加工事業の更なる体制強化

など、魚価向上に向けた取組みを漁業者と漁協が一体となって取り組むことにより、漁業所得の向上を

図る。 

(3)漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

新潟県資源管理指針及び漁業種類ごとに策定されている資源管理計画の遵守により履行する。 



(4)具体的な取り組み内容 

１年目（平成31年度） 
漁業収入向上
のための取組 

以下の事業に取り組み、漁業収入を0.1％向上（対基準年）させる。 
(1) 加工事業の体制強化、魚価の安定化、水産物の消費拡大
・漁協は、前期の浜の活力再生プランでの取り組みや得られた成果等を踏まえ、課題とな
っている加工事業の経営計画を策定する。
・漁協は、加工事業の拡大のために、施設整備や選別機等の設備導入、地域（漁村）の人
材活用による生産体制の強化を検討する。
・小型底曳網漁業者、定置網漁業者、漁協は、大量漁獲で値崩れするマダイ等について、
大量漁獲時等に一部を加工原料用に回し市場出荷された魚価の下落を防止し、かつ、需要
が見込めるマダイフィレ等の加工品の生産に取り組む。
・漁協は、学校、介護保険施設等について、それら施設の栄養士や調理員との懇談会を行
い、加工品の利用促進を継続的に働きかける。
・漁協は、水産物の消費拡大を図るため、市内で行われる料理教室などにアジ等の鮮魚や
ニギス等の加工品を提供するとともに、糸魚川市地産地消推進店に認定された飲食店を中
心に、市内店舗への安定的な供給や販路拡大を推進する。
・漁協は、市が連携協定を締結している首都圏の商店街を活用し、首都圏での販路拡大を
推進する。
・漁協及び漁業者は、取り引きする店舗等での販促イベントを行い、県内外での販路拡大
を推進する。
・漁協は、セリ市見学、サザエ獲り体験などによる市民や観光客の誘客を行い、漁協が開
設する直売所の販売促進を行う。
(2) 衛生・品質管理の徹底
・漁協は、水産物産地における衛生・品質管理を強化するため、荷捌き所、市場での汚染
防止対策に取り組む。そのために定期的に衛生管理講習会を開催し、荷捌き所、市場等の
漁協関連施設の清浄化、水産物の高品質化、市場関係者の衛生管理に対する理解を深め
る。
・これまでの検討を踏まえ「衛生・品質管理マニュアル」策定の検討を進める。
・小型底曳網漁業者、刺網漁業者、釣・延縄漁業者、カニ籠漁業者、漁協は、水揚げ後の
鮮度低下を防止するため、高機能氷の製氷設備の整備を検討する。加えて、漁獲物の付加
価値を向上させるため、冷却むらがなく、適切な温度管理が可能な施氷方法についても検
討する。

(3) 担い手と若手漁業者の育成・収益性の高い経営体の確保、水産業の持続
・漁業者は、市内の小学生を対象に漁業体験教室を行い、小・中学校への出前講座を行う
とともに水産高校の生徒を対象とした小型底曳網漁業等の漁業体験活動の実施により、将
来的な担い手の確保に取り組む。
・漁協は、漁業技術や漁家経営の継承を図るため、熟練の漁業者を講師にして、新規漁業
者の長期研修や若手漁業者への講習会の開催により人材育成を行う。
・収益性の高い新たな経営体の確保を図るため、改革型漁船等の導入について実証試験等
の取組みを継続する。
(4) 資源管理と漁場環境保全
・漁業者は、資源の維持・向上を図るためヒラメやアワビ等の種苗放流を実施するととも
に、関係漁協、関係市、県水産海洋研究所、県水産振興協会等と協力して、これまでの効
果の検証と放流内容の検討結果を踏まえ、種苗放流を実施する。
・また、大型クラゲ等の有害生物の除去により漁場環境を保全し、作業効率の向上、漁獲
物の品質低下の防止、漁具の破損防止を図る。
(5) 施設の維持管理
・漁業者及び漁協は、漁港及び漁業関連施設の定期的な点検や異常気象時の見回りによ
り、漁港機能の維持や安全・安心な漁業活動が行えるよう適切な維持管理に取り組む。



漁業コスト削
減のための取
組 

漁業者は以下の事業に取り組み、漁業コストを2.2％削減（対基準年）する。 
(1) 燃油高騰への備え

燃油高騰による漁業経費の増加に備え、漁業経営セーフティーネット構築事業への加入

を推進する。 

(2) 省燃油活動の推進

船底清掃、減速航行の徹底、積載物の削減による船体の軽量化等を実施し、燃油使用量

を削減する。 

(3) 省エネ機器の導入
省エネ型エンジンを導入し、燃油使用量を削減する。

活用する支援措置等

浜の活力再生・成長促進交付金（水産業強化支援事業）…収入向上(1) 
漁業人材育成総合支援事業…収入向上(3) 
省燃油活動推進事業…コスト削減(2) 
省エネ機器等導入推進事業…コスト削減(2) 
漁業経営セーフティーネット構築事業…コスト削減(1) 
漁業収入安定対策事業…コスト削減(1) 
もうかる漁業創設支援事業…収入向上(3) 
有害生物駆除事業…収入向上(4) 
水産物供給基盤整備事業…収入向上(1) 
新潟県農林水産業総合振興事業…収入向上(1) 
水産体験教室実施事業（市）…収入向上(3) 
沿岸漁業資源放流事業（市）…収入向上(4) 



２年目（平成32年度） 

漁業収入向上
のための取組 

以下の事業に取り組み、漁業収入を0.4％向上（対基準年）させる。 
(1) 加工事業の体制強化、魚価の安定化、水産物の消費拡大
・漁協は、策定した加工事業経営計画により事業運営を行い、漁協職員、漁業者、加工企
画委員会を交えた研修会を行い、マニュアルに基づき加工事業運営を行い、計画的で効率
の良い作業を実施し、加工品を増産する。
・漁協は、加工事業の拡大のために、施設整備や選別機等の設備導入、地域（漁村）の人
材活用による生産体制の強化を検討する。
・小型底曳網漁業者、定置網漁業者、漁協は、大量漁獲で値崩れするマダイ等について、
大量漁獲時等に一部を加工原料用に回し市場出荷された魚価の下落を防止し、かつ、需要
が見込めるマダイフィレ等の加工品の生産に継続して取り組む。
・漁協は、水産物の消費拡大を図るため、市内で行われる料理教室などにアジ等の鮮魚や
ニギス等の加工品を提供するとともに、糸魚川市地産地消推進店に認定された飲食店を中
心に、市内店舗への安定的な供給や販路拡大を推進する。
・漁協は、市が連携協定を締結している首都圏の商店街を活用し、首都圏での販路拡大を
推進する。
・漁協及び漁業者は、取り引きする店舗等での販促イベントを行い、県内外での販路拡大
を推進する。
・漁協は、セリ市見学、サザエ獲り体験などによる市民や観光客の誘客を行い、漁協が開
設する直売所の販売促進を行う。
(2) 衛生・品質管理の徹底
・漁協は、定期的に衛生管理講習会を開催し、荷捌き所、市場等の漁協関連施設の清浄
化、水産物の高品質化、市場関係者の衛生管理に対する理解を深める。
・「衛生・品質管理マニュアル」を策定し、漁業者、関係者への周知を図る。
・小型底曳網漁業者、刺網漁業者、釣・延縄漁業者、カニ籠漁業者、漁協は、水揚げ後の
鮮度低下を防止するため、高機能氷の製氷設備の整備を検討する。加えて、漁獲物の付加
価値を向上させるため、冷却むらがなく、適切な温度管理が可能な施氷方法についても検
討する。
(3) 担い手と若手漁業者の育成・収益性の高い経営体の確保、水産業の持続
・漁業者は、市内の小学生を対象に漁業体験教室を行い、小・中学校への出前講座を行う
とともに水産高校の生徒を対象とした小型底曳網漁業等の漁業体験活動の実施により、将
来的な担い手の確保に取り組む。
・漁協は、漁業技術や漁家経営の継承を図るため、熟練の漁業者を講師にして、新規漁業
者の長期研修や若手漁業者への講習会の開催により人材育成を行う。
・収益性の高い新たな経営体の確保を図るため、改革型漁船等の導入について実証試験等
の取組みを継続する。
(4) 資源管理と漁場環境保全
・漁業者は、資源の維持・向上を図るためヒラメやアワビ等の種苗放流を実施するととも
に、関係漁協、関係市、県水産海洋研究所、県水産振興協会等と協力して、これまでの効
果の検証と放流内容の検討結果を踏まえ、種苗放流を実施する。
・また、大型クラゲ等の有害生物の除去により漁場環境を保全し、作業効率の向上、漁獲
物の品質低下の防止、漁具の破損防止を図る。
(5) 施設の維持管理
・漁業者及び漁協は、漁港及び漁業関連施設の定期的な点検や異常気象時の見回りによ

り、漁港機能の維持や安全・安心な漁業活動が行えるよう適切な維持管理に取り組む。 



漁業コスト削
減のための取
組 

漁業者は以下の事業に取り組み、漁業コストを2.2％削減（対基準年）する。 

(1) 燃油高騰への備え

燃油高騰による漁業経費の増加に備え、漁業経営セーフティーネット構築事業への加入

を推進する。 

(2) 省燃油活動の推進

船底清掃、減速航行の徹底、積載物の削減による船体の軽量化等を実施し、燃油使用量

を削減する。 

(3) 省エネ機器の導入
省エネ型エンジンを導入し、燃油使用量を削減する。

活用する支援措置等

浜の活力再生・成長促進交付金（水産業強化支援事業）…収入向上(1) 
漁業人材育成総合支援事業…収入向上(3) 
省燃油活動推進事業…コスト削減(2) 
省エネ機器等導入推進事業…コスト削減(2) 
漁業経営セーフティーネット構築事業…コスト削減(1) 
漁業収入安定対策事業…コスト削減(1) 
もうかる漁業創設支援事業…収入向上(3) 
有害生物駆除事業…収入向上(4) 
水産物供給基盤整備事業…収入向上(1) 
新潟県農林水産業総合振興事業…収入向上(1) 
水産体験教室実施事業（市）…収入向上(3) 
沿岸漁業資源放流事業（市）…収入向上(4) 



３年目（平成33年度） 

漁業収入向上
のための取組 

以下の事業に取り組み、漁業収入を2.3％向上（対基準年）させる。 
(1) 加工事業の体制強化、魚価の安定化、水産物の消費拡大
・漁協は、策定した加工事業経営計画により事業運営を行い、必要に応じて加工企画委員
会や県水産海洋研究所を交えて計画の見直しを図る。
・漁協は、加工事業の拡大のために、施設整備や選別機等の設備導入、地域（漁村）の人
材活用による生産体制の強化を検討する。
・小型底曳網漁業者、定置網漁業者、漁協は、大量漁獲で値崩れするマダイ等について、
前年度までの需要を分析し、加工原料用に回す量を増やし、加工品の増産に取り組むこと
で市場出荷された魚価の下落を防止する。
・漁協は、学校、介護保険施設等について、それら施設の栄養士や調理員との懇談会を行
い、加工品の利用促進を継続的に働きかける。
・漁協は、市が連携協定を締結している首都圏の商店街を活用し、首都圏での販路拡大を
推進する。
・漁協及び漁業者は、取り引きする店舗等での販促イベントを行い、県内外での販路拡大
を推進する。
・漁協は、セリ市見学、サザエ獲り体験などによる市民や観光客の誘客を行い、漁協が開
設する直売所の販売促進を行う。
(2) 衛生・品質管理の徹底
・漁協は、衛生管理講習会の開催や「衛生・品質管理マニュアル」の運用により漁業者や
関係者への指導を行い、マニュアル実践の徹底を図る。
・漁協は、加工場のHACCP認証の取得について検討する。
・小型底曳網漁業者、刺網漁業者、釣・延縄漁業者、カニ籠漁業者、漁協は、水揚げ後の
鮮度低下を防止するため、高機能氷の製氷設備の整備を検討する。加えて、漁獲物の付加
価値を向上させるため、冷却むらがなく、適切な温度管理が可能な施氷方法についても検
討する。
(3) 担い手と若手漁業者の育成・収益性の高い経営体の確保、水産業の持続
・漁業者は、市内の小学生を対象に漁業体験教室を行い、小・中学校への出前講座を行う
とともに水産高校の生徒を対象とした小型底曳網漁業等の漁業体験活動の実施により、将
来的な担い手の確保に取り組む。
・漁協は、漁業技術や漁家経営の継承を図るため、熟練の漁業者を講師にして、新規漁業
者の長期研修や若手漁業者への講習会の開催により人材育成を行う。
・収益性の高い新たな経営体の確保を図るため、改革型漁船等の導入について実証試験等
の取組みを継続する。
(4) 資源管理と漁場環境保全
・漁業者は、資源の維持・向上を図るためヒラメやアワビ等の種苗放流を実施するととも
に、関係漁協、関係市、県水産海洋研究所、県水産振興協会等と協力して、これまでの効
果の検証と放流内容の検討結果を踏まえ、種苗放流を実施する。
・また、大型クラゲ等の有害生物の除去により漁場環境を保全し、作業効率の向上、漁獲
物の品質低下の防止、漁具の破損防止を図る。
(5) 施設の維持管理
・漁業者及び漁協は、漁港及び漁業関連施設の定期的な点検や異常気象時の見回りによ

り、漁港機能の維持や安全・安心な漁業活動が行えるよう適切な維持管理に取り組む。 

漁業コスト削
減のための取
組 

漁業者は以下の事業に取り組み、漁業コストを2.2％削減（対基準年）する。 

(1) 燃油高騰への備え

燃油高騰による漁業経費の増加に備え、漁業経営セーフティーネット構築事業への加入

を推進する。 

(2) 省燃油活動の推進

船底清掃、減速航行の徹底、積載物の削減による船体の軽量化等を実施し、燃油使用量

を削減する。 

(3) 省エネ機器の導入
省エネ型エンジンを導入し、燃油使用量を削減する。



活用する支援措置等

浜の活力再生・成長促進交付金（水産業強化支援事業）…収入向上(1) 
漁業人材育成総合支援事業…収入向上(3) 
省燃油活動推進事業…コスト削減(2) 
省エネ機器等導入推進事業…コスト削減(2) 
漁業経営セーフティーネット構築事業…コスト削減(1) 
漁業収入安定対策事業…コスト削減(1) 
もうかる漁業創設支援事業…収入向上(3) 
有害生物駆除事業…収入向上(4) 
水産物供給基盤整備事業…収入向上(1) 
新潟県農林水産業総合振興事業…収入向上(1) 
水産体験教室実施事業（市）…収入向上(3) 

沿岸漁業資源放流事業（市）…収入向上(4) 



４年目（平成34年度） 

漁業収入向上

のための取組 

 

 

以下の事業に取り組み、漁業収入を3.1％向上（対基準年）させる。 

(1) 加工事業の体制強化、魚価の安定化、水産物の消費拡大 

・漁協は、策定した加工事業経営計画により事業運営を行う。また、地域（漁村）の人
材も交えて研修会を行い、生産体制を強化する。 
・漁協は、加工事業の拡大のために、前年度までの検討結果を踏まえ、施設整備や選別
機等の設備導入の整備計画を策定する。また、地域（漁村）の人材活用に向けて実行可
能な部分について取り組むこととする。 
・小型底曳網漁業者、定置網漁業者、漁協は、大量漁獲で値崩れするマダイ等につい
て、前年度までの需要を分析し、加工原料用に回す量を増やし、加工品の増産に取り組
むことで市場出荷された魚価の下落を防止する。 
・漁協は、学校、介護保険施設等について、それら施設の栄養士や調理員との懇談会を
行い、加工品の利用促進を継続的に働きかける。 
・漁協は、市が連携協定を締結している首都圏の商店街を活用し、首都圏での販路拡大
を推進する。 
・漁協及び漁業者は、取り引きする店舗等での販促イベントを行い、県内外での販路拡
大を推進する。 
・漁協は、セリ市見学、サザエ獲り体験などによる市民や観光客の誘客を行い、漁協が
開設する直売所の販売促進を行う。 
 (2) 衛生・品質管理の徹底  
・漁協は、衛生管理講習会の開催や「衛生・品質管理マニュアル」の運用により漁業者
や関係者への指導を行い、マニュアル実践の徹底を図る。 
・漁協は、加工場のHACCP認証の取得に取り組む。 
・小型底曳網漁業者、刺網漁業者、釣・延縄漁業者、カニ籠漁業者、漁協は、水揚げ後
の鮮度低下を防止するため、高機能氷の製氷設備を整備する。加えて、漁獲物の付加価
値を向上させるため、冷却むらがなく、適切な温度管理が可能な施氷方法についても検
討する。 
 (3) 担い手と若手漁業者の育成・収益性の高い経営体の確保、水産業の持続 
・漁業者は、市内の小学生を対象に漁業体験教室を行い、小・中学校への出前講座を行
うとともに水産高校の生徒を対象とした小型底曳網漁業等の漁業体験活動の実施によ
り、将来的な担い手の確保に取り組む。 
・漁協は、漁業技術や漁家経営の継承を図るため、熟練の漁業者を講師にして、新規漁
業者の長期研修や若手漁業者への講習会の開催により人材育成を行う。 
・収益性の高い新たな経営体の確保を図るため、改革型漁船等の導入について実証試験
等の取組みを継続する。 
(4) 資源管理と漁場環境保全 
・漁業者は、資源の維持・向上を図るためヒラメやアワビ等の種苗放流を実施するとと
もに、関係漁協、関係市、県水産海洋研究所、県水産振興協会等と協力して、これまで
の効果の検証と放流内容の検討結果を踏まえ、種苗放流を実施する。 
・また、大型クラゲ等の有害生物の除去により漁場環境を保全し、作業効率の向上、漁
獲物の品質低下の防止、漁具の破損防止を図る。 
(5) 施設の維持管理 

・漁業者及び漁協は、漁港及び漁業関連施設の定期的な点検や異常気象時の見回りに

より、漁港機能の維持や安全・安心な漁業活動が行えるよう適切な維持管理に取り組

む。 



漁業コスト削

減のための取

組 

業者は以下の事業に取り組み、漁業コストを2.2％削減（対基準年）する。 

(1) 燃油高騰への備え

燃油高騰による漁業経費の増加に備え、漁業経営セーフティーネット構築事業への加

入を推進する。 

(2) 省燃油活動の推進

船底清掃、減速航行の徹底、積載物の削減による船体の軽量化等を実施し、燃油使用

量を削減する。 

(3) 省エネ機器の導入

省エネ型エンジンを導入し、燃油使用量を削減する。

活用する支援措置等 

浜の活力再生・成長促進交付金（水産業強化支援事業）…収入向上(1) 
漁業人材育成総合支援事業…収入向上(3) 
省燃油活動推進事業…コスト削減(2) 
省エネ機器等導入推進事業…コスト削減(2) 
漁業経営セーフティーネット構築事業…コスト削減(1) 
漁業収入安定対策事業…コスト削減(1) 
もうかる漁業創設支援事業…収入向上(3) 
有害生物駆除事業…収入向上(4) 
水産物供給基盤整備事業…収入向上(1) 
新潟県農林水産業総合振興事業…収入向上(1) 
水産体験教室実施事業（市）…収入向上(3) 

沿岸漁業資源放流事業（市）…収入向上(4) 



５年目（平成35年度） 

漁業収入向上

のための取組 

以下の事業に取り組み、漁業収入を3.8％向上（対基準年）させる。 

(1) 加工事業の体制強化、魚価の安定化、水産物の消費拡大 

・漁協は、策定した加工事業運営計画により事業運営を行う。また、必要に応じて加工
企画委員会や県水産海洋研究所を交えてマニュアルの見直しを行う。 
・漁協は、加工事業の拡大のために、施設の整備や設備の導入を行う。また、地域（漁
村）の人材を活用した加工体制の強化に取り組む。 
・小型底曳網漁業者、定置網漁業者、漁協は、大量漁獲で値崩れするマダイ等につい
て、前年度までの需要を分析し、加工原料用に回す量を増やし、加工品の増産に取り組
むことで市場出荷された魚価の下落を防止する。 
・漁協は、学校、介護保険施設等について、それら施設の栄養士や調理員との懇談会を
行い、加工品の利用促進を継続的に働きかける。 
・漁協は、市が連携協定を締結している首都圏の商店街を活用し、首都圏での販路拡大
を推進する。 
・漁協及び漁業者は、取り引きする店舗等での販促イベントを行い、県内外での販路拡
大を推進する。 
・漁協は、セリ市見学、サザエ獲り体験などによる市民や観光客の誘客を行い、漁協が
開設する直売所の販売促進を行う。 
 (2) 衛生・品質管理の徹底  
・漁協は、衛生管理講習会の開催や「衛生・品質管理マニュアル」の運用により漁業者
や関係者への指導を行い、マニュアル実践の徹底を図る。 
・漁協は、加工場においてHACCPによる衛生管理の徹底に取り組む。 
・小型底曳網漁業者、刺網漁業者、釣・延縄漁業者、カニ籠漁業者、漁協は、水揚げ後
の鮮度低下を防止するため、高機能氷の製氷設備を活用し、前年度までの施氷方法の検
討結果を踏まえ、適切な施氷による品質管理の徹底を図る。 
 (3) 担い手と若手漁業者の育成・収益性の高い経営体の確保、水産業の持続 
・漁業者は、市内の小学生を対象に漁業体験教室を行い、小・中学校への出前講座を行
うとともに水産高校の生徒を対象とした小型底曳網漁業等の漁業体験活動の実施によ
り、将来的な担い手の確保に取り組む。 
・漁協は、漁業技術や漁家経営の継承を図るため、熟練の漁業者を講師にして、新規漁
業者の長期研修や若手漁業者への講習会の開催により人材育成を行う。 
・収益性の高い新たな経営体の確保を図るため、改革型漁船等の導入について実証試験
等の取組みを継続する。 
(4) 資源管理と漁場環境保全 
・漁業者は、資源の維持・向上を図るためヒラメやアワビ等の種苗放流を実施するとと
もに、関係漁協、関係市、県水産海洋研究所、県水産振興協会等と協力して、これまで
の効果の検証と放流内容の検討結果を踏まえ、種苗放流を実施する。 
・また、大型クラゲ等の有害生物の除去により漁場環境を保全し、作業効率の向上、漁
獲物の品質低下の防止、漁具の破損防止を図る。 
(5) 施設の維持管理 
・漁業者及び漁協は、漁港及び漁業関連施設の定期的な点検や異常気象時の見回りに

より、漁港機能の維持や安全・安心な漁業活動が行えるよう適切な維持管理に取り組

む。 



漁業コスト削

減のための取

組 

漁業者は以下の事業に取り組み、漁業コストを2.2％削減（対基準年）する。 

(1) 燃油高騰への備え

燃油高騰による漁業経費の増加に備え、漁業経営セーフティーネット構築事業への加

入を推進する。 

(2) 省燃油活動の推進

船底清掃、減速航行の徹底、積載物の削減による船体の軽量化等を実施し、燃油使用

量を削減する。 

(3) 省エネ機器の導入

省エネ型エンジンを導入し、燃油使用量を削減する。

活用する支援措置等 

浜の活力再生・成長促進交付金（水産業強化支援事業）…収入向上(1) 
漁業人材育成総合支援事業…収入向上(3) 
省燃油活動推進事業…コスト削減(2) 
省エネ機器等導入推進事業…コスト削減(2) 
漁業経営セーフティーネット構築事業…コスト削減(1) 
漁業収入安定対策事業…コスト削減(1) 
もうかる漁業創設支援事業…収入向上(3) 
有害生物駆除事業…収入向上(4) 
水産物供給基盤整備事業…収入向上(1) 
新潟県農林水産業総合振興事業…収入向上(1) 
水産体験教室実施事業（市）…収入向上(3) 
沿岸漁業資源放流事業（市）…収入向上(4) 

(５)関連機関との連携 

取り組みによる効果を高められるよう、行政や系統団体との連携を密にし、関係事業を最大限活用できる

よう情報収集や推進活動を行い、目標達成に向けて推進する。 

４ 目標 

(1) 所得目標

漁業所得の向上10％以上 
基準年 

平成25～29年度 

（５中３平均) ： 漁業所得  　　　千円 

目標年 平成35年度   ： 漁業所得  　　　　　千円 

(2)上記の算出方法及びその妥当性 

基準年の所得算出と目標年度の所得金額等の算出については別紙参照。 

漁業種類別の取り組み内容については下記の通り。 

○小型機船底曳網漁業

鮮魚に加え加工品についても地域での消費拡大を図る。そのため加工事業の運営体制を強化するため水

産物の提供に協力する。資源管理を徹底し、資源増大に帰する取り組みにより適切な漁獲量を確保する。

また学習会等の啓発活動に加え、担い手・後継者の確保に努める。以上の取り組みにより収入を5.4%向上

させる。経費については、船底清掃や減速航行等による取り組みにより1.8%削減する。 

○刺網漁業

鮮魚に加え加工品についても地域での消費拡大を図る。そのため加工事業の運営体制を強化するため水

産物の提供に協力する。資源管理を徹底し、資源増大に帰する取り組みにより適切な漁獲量を確保する。

また学習会等の啓発活動に加え、担い手・後継者の確保に努める。以上の取り組みにより収入を4.2%向上

させる。経費については、船底清掃や減速航行等による取り組みにより1.9%削減する。 

○釣・延縄漁業



 鮮魚に加え加工品についても地域での消費拡大を図る。そのため加工事業の運営体制を強化するため水

産物の提供に協力する。資源管理を徹底し、資源増大に帰する取り組みにより適切な漁獲量を確保する。

また学習会等の啓発活動に加え、担い手・後継者の確保に努める。以上の取り組みにより収入を0.7%向上

させる。経費については、船底清掃や減速航行等による取り組みにより1.1%削減する。 

○大型定置網漁業

鮮魚の鮮度管理を徹底する。資源管理を徹底し、資源増大に帰する取り組みにより適切な漁獲量を確保

する。また学習会等の啓発活動に加え、担い手・後継者の確保に努める。以上の取り組みにより収入を

4.1%向上させる。経費については、船底清掃や減速航行等による取り組みにより1.2%削減する。 

○カニ籠漁業

６次産業化をさらに推進し、地域での消費拡大を図る。小売業者との連携を図るなど新たな販売方法に

取り組む。資源管理を徹底し、資源増大に帰する取り組みにより適切な漁獲量を確保する。また学習会等

の啓発活動に加え、担い手・後継者の確保に努める。以上の取り組みにより収入を1.3%向上させる。経費

については、船底清掃や減速航行等による取り組みにより2.7%削減する。 

(３) 所得目標以外の成果目標

漁協の直接販売及び加工事業用

の原料取扱量 

基準年 平成29年度   ： 取扱量 29t 

目標年 平成35年度  ： 取扱量 98t 

(４) 上記の算出方法及びその妥当性

上越漁協の過去５か年の卸売市場での取扱高の平均は 1,968トンである。 

 近年、上越漁協では漁獲物の付加価値向上を目的に加工事業を強化しており、平成 29年の加工原料の使

用実績は約 29トンとなっている。 

 現在、生産体制の不備等に起因し受注を注文の３割程度に抑えているが、機器整備及び専任職員の雇用

により生産体制を強化し、５年後には全ての発注に答えることが出来るようにしていく。 

【直接販売及び加工原料への使用実績】H29：29ｔ ⇒ H35：98t 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

浜の活力再生・成長促進交付金

（水産業強化支援事業） 

加工施設等の整備を検討し、加工事業の生産体制の強化を行い、経費の

削減や所得の向上を図る。 

漁業人材育成総合支援事業 新潟県漁業協同組合連合会との連携により、新規漁業就労者の確保や支

援に取り組む。 

省燃油活動推進事業 漁業経費削減のための省エネ活動に取り組むことで、漁業経営における

燃油経費の割合を削減し、漁業所得の向上を図る。 

省エネ機器等導入推進事業 省エネ対応の機器等に切り替えることで、燃油消費量を減少させ、漁業

経営における燃油経費の割合を削減し、漁業所得を確保する。 

漁業経営セーフティーネット構

築事業 

燃油高騰による漁業経費の増加に備えることで、影響緩和や漁業経営の

安定を図る。 

漁業収入安定対策事業 漁獲共済積立プラス加入より効率的かつ安定的な漁業経営を図る。 



もうかる漁業創設支援事業 改革型漁船の導入により収益性の高い新たな経営体の確保を図る。 

水産物供給基盤整備事業 漁港整備や施設の機能保全により、漁業経営の安定を図る。 

有害生物駆除事業 大型クラゲ等の有害生物の駆除により、作業効率の向上、漁獲物の品質

低下の防止、漁具の破損防止を図る。 

新潟県農林水産業総合振興事業 冷凍施設や製氷施設、加工施設等の整備を検討し、魚価の安定化、加工

品の安定供給、鮮度管理を図る。 

水産体験教室実施事業(市) 市内の小・中学生を対象に漁業体験教室を開催し、担い手の育成に努め

る。 

沿岸漁業資源放流事業(市) 水産資源の確保のため稚魚稚貝の種苗放流を行い、漁獲の増大と漁業経

営の安定を図る。 
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